


令和6年版によせて

　

　選挙の管理執行事務は、有権者が投じた貴重な一票を確実に政治
に届けるために不可欠な手続であり、一連の事務手続は公職選挙法
の規定に基づいて正確かつ公正に、瑕疵なく行われなくてはなりません。
　しかし、もともと公職選挙法等の規定は技術的に詳細に規定され、そ
のうえ難解であることに加え、近年は法改正による規定の変更・新設が
相次いだこと、そして期日前投票制度や不在者投票制度の利用者が選
挙のたびに増加していることなどにより、選挙事務は複雑化の一途をた
どっており、瑕疵なく執行することは決して容易なことではありません。
さらに、投・開票所における新型コロナウイルス感染症感染拡大予防へ
の対応策が継続的に求められるようになったこともあり、取り分け市町
村の選挙管理事務担当者への負担はますます大きくなっています。
　にもかかわらず、地方自治体では人員不足や異動サイクルの短期化
などを背景に、選挙管理委員会事務局の職員が選挙事務に熟達しづ
らいケースが増えています。その結果、選挙事務の執行に必要な知識
や経験が不十分なまま、不安や疑問を抱えながら選挙に臨まざるを得
ない職員が増えており、これが選挙事務におけるミス発生の一因となっ
ているとの指摘もあります。
　このような状況を受け、私たち一般社団法人選挙制度実務研究会
は、その設立当初より選挙の管理執行の現場の実務を担う人材育成
事業の一環として「選管サポート事業」をスタートしました。本事業は本
研究会に会員登録をしていただいている全国の選挙管理委員会の皆
様からの質疑への回答や課題解決に、当研究会の選挙制度や選挙管
理事務実務の専門家である理事などが直接回答するもので、事業開
始以来、全国の選挙管理委員会の声として寄せられたさまざまな質問
への回答や課題の解決に向けたサポートをしてまいりました。
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　令和3年（2021年）1月には、本事業に寄せられた現場における切実
な質問とその回答をまとめた「市町村の現場から寄せられた 選挙管理
の実務に関するQ&A 令和3年版」を発行、翌年には「令和4年版」、昨
年には「令和5年版」と発行し、選挙管理事務に携わる多くの皆様にご
利用いただいております。
　
　本書は、令和5年版以降に新たに寄せられた質問とその回答をまと
めたもので、これまで同様に選挙人名簿の調製、投・開票事務、選挙運
動、政治活動など、選挙の管理執行事務に係るさまざまな質問を整理
した上で、Q&A形式で各質問に対する本研究会の見解を紹介してい
ます。
　選挙の管理執行の現場での判断・対応は、いわゆる二者択一で判
断せざるを得ませんので、ぎりぎりの判断をしているものもあり、各方面
による解釈等と必ずしも一致しないものもあるかもしれないことも念頭
に置いてください。
　当然のことながら各質問にはそれぞれ固有、個別の背景があるた
め、本書で示した見解や回答が、必ずしも皆様の抱えている疑問や不
安の解消に直接繋がるとは限りませんが、疑問の解消への一助として、
これまでのものも含めご活用いただき、瑕疵のない円滑な選挙の管理
執行の現場における実務に、お役立ていただければ幸いです。

　令和6年10月
一般社団法人 選挙制度実務研究会　

理事長　小島 勇人　

3

　



第1章　選挙管理事務

選挙人名簿
 1	 	 当該選挙人が選挙権を有しなく

なった旨を選挙人名簿に表示すべき
時期� �������������� 14

 2	 	 転出者の転出先市での選挙人名簿
の登録と転出元での登録の抹消との
関係� �������������� 15

 3	 	 転出先・転出元とも選挙人名簿に
登録されていない選挙人の投票 
������������������ 17

 4	 	 転出者の４か月経過による選挙人
名簿からの抹消と投票の可否��� 18

 5	 	 転出先不明で職権消除された選挙
人についての対応��������� 18

 6	 	 期日前投票の期間中に定時登録日
がある場合の対応� ������� 20

 7	 	 定時登録時点では失権者であった
ため登録を保留していた者を、失権
期間満了後に登録する時点���� 21

 8	 	 国外転出の届出をした者が、現実
には未だ市内に居住し続けている場
合の投票の可否� �������� 22

 9	 	 転出により転出先の市で投票するこ
とができないこととなる者に投票所
入場券を送付した場合の対応�� 23

10		 現に使用していない改製前の選挙
人名簿抄本の閲覧の可否���� 24

11		 選挙人名簿抄本の閲覧停止期間
に閲覧が認められる者�������25

在外選挙人名簿
 1	 	 住民基本台帳に記録されていない

国外居住者からの在外選挙人名簿
の登録申請への対応������� 26

 2	 	 国外転出届をしていない者からの
在外選挙人名簿登録申請への対応 
������������������ 27

 3	 	 公示日直前に在外選挙人名簿への
登録の移転の申請があった場合の
登録の移転時期� �������� 28

 4	 	 在外選挙人名簿に登録された者の
姓が変わった旨の本籍地からの通知
を受けた際の対応� ������� 29

 5	 	 在外選挙人証を在外選挙人に対し
直接送付することの可否� ���� 30

 6	 	 100歳を超える在外選挙人名簿登
録者の生存確認の可否������ 30

投票所・投票事務関係
 1	 	 ネーミングライツによる愛称を使用

した投票所・開票所施設の名称表記 
������������������ 32

 2	 	 投票管理者・投票立会人の選任要
件たる選挙権����������� 33

 3	 	 同日選挙における投票管理者の兼
任の可否������������� 34

 4	 	 投票管理者の事前研修への出席
に報酬を支払うことの可否� ��� 35

 5	 	 期日前投票の期間中に新住所地で
選挙時登録される者への前住所地
からの投票所入場券送付の取扱い 
������������������ 36

 6	 	 在外選挙人名簿から抹消されてい
る者に係る在外投票の受理・不受理
の決定� ������������� 37

 7	 	 投票用紙を印刷する際の立会は必
要か� �������������� 39

 8	 	 投票所へ任意の筆記具を持ち込
み、それによる投票記載の可否���40

目　　次



投票録等
 1	 	 在外選挙人による郵便等投票数の

投票録への計上� �������� 41
 2	 	 在外選挙人による指定在外選挙投

票区における投票数の投票録への
計上� �������������� 41

 3	 	 国内における在外投票に係る調書
への計上の要否� �������� 42

投票	 	
 1	 	 引き続き証明書の交付申請の方法 
������������������ 43

期日前投票
 1	 	 期日前投票の宣誓書は選挙ごとに

必要か� ������������� 44
 2	 	 １つの場所を期日前投票所と別の

用途に併用することの可否� ��� 45
 3	 	 異なる選挙の重複する期間中にお

ける各選挙の期日前投票所を同じ
場所に設置することの可否� ��� 46

不在者投票、代理投票
 1	 	 当該市町村における選挙が無投票

となった場合の他市町村の選挙のい
わゆる立ち寄りでする不在者投票受
付時間�������������� 47

 2	 	 既に不在者投票用紙等が請求され
た病院から転院する場合の不在者
投票の対応������������ 48

 3	 	 封入されたまま投函された不在者
投票の扱い������������ 49

 4	 	 外封筒等の記載内容に不備のある
不在者投票の受理・不受理の決定 
������������������ 50

 5	 	 代理投票における選挙人本人の指
示する候補者名の意思を確認する
方法� �������������� 51

郵便等投票
 1	 	 郵便等投票証明書の交付申請書

に添付する身体障害者手帳は原本
が必要か������������� 52

開票事務関係
 1	 	 投票所入場券を誤って投票箱に投

函してしまった場合の対応� ��� 54

立候補の届出
 1	 	 被選挙権の住所要件を満たさない

者からの候補者届出� ������ 55
 2	 	 指定都市の市議会議員選挙に立

候補する際の住所要件1� ���� 56
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 4	 	 町外居住者が町議会議員選挙に

立候補することの可否� ����� 57
 5	 	 辞職した前議員は、それにより執行
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 6	 	 会計年度任用職員の地方公共団
体の議会の議員への立候補に関す
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 7	 	 候補者氏名の漢字表記は統一すべ
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 9	 	 候補者届出書の記載内容���� 62
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11		 実態不明の団体から所属党派証

明書が出された場合の対応���� 64

当選人決定関係
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時期� �������������� 65
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 3	 	 届出期限後の選挙立会人の変更 
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 4	 	 候補者の被選挙権の確認に係る本
籍地照会の回答が選挙会に間に合
わない場合の対応� ������� 67

 5	 	 指定都市の市議会議員は市外に転
出した場合、失職するのか����� 68

 6	 	 市と請負関係にある当選人の失格 
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その他の選挙管理事務
 1	 	 任期満了直前に町議会が解散され

た場合の選挙事由� ������� 71
 2	 	 便乗補欠選挙執行の可否���� 73
 3	 	 同日選挙執行の際の注意点��� 74
 4	 	 定数２人の補欠選挙において立候

補者が１人しかいない場合の対応 
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 5	 	 警察から照会された特定選挙人の
投票の有無を回答することの可否 
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事前運動
 1	 	 市営公園内で政党によるアンケート
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紹介することの可否�������� 81

 3	 	公示日直前に政党が立候補予定者
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文書図画（ポスター）
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����������������� 165

 3	 	 立候補予定者が自らの政治活動用
事務所の政治活動用看板の横での
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の兼職� ������������ 174
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⃝法令名・略称については以下の通りです
公選法	�����������������公職選挙法
公選令	�����������������公職選挙法施行令
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ポ17次	�����������������選挙関係実例判例集（ポケット判例） 

　第十七次改訂版（ぎょうせい 刊）
逐条解説 令和3年改訂版
　　　　　	����������逐条解説 公職選挙法 

　令和3年改訂版（ぎょうせい 刊）

凡　　例
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選挙人名簿

〔�当該選挙人が選挙権を有しなくなった旨を選挙人名簿に表示すべき時期〕

Q1 　当市では、選挙時登録の処理日以降について、法第11条（選挙権
及び被選挙権を有しない者）第3項による通知が届いたとしても、直
近の選挙が執行されるまで、その通知の内容が失権・復権にかかわ
らずその処理を行わない運用としていました。しかしながら、法第
27条第１項（※）によると、法第11条もしくは政治資金規正法第28条
の規定により、選挙権を有しなくなったことを知った場合には、直ち
に選挙人名簿にその旨の表示をしなければならないとされているた
め、選挙時登録における処理日以降であっても、失権・復権の処理を
行うよう運用を改めようとしているところです。この考えで間違いな
いでしょうか。

※�第二十七条　市町村の選挙管理委員会は、選挙人名簿に登録さ
れている者が第十一条第一項若しくは第二百五十二条若しくは
政治資金規正法第二十八条の規定により選挙権を有しなくなつ
たこと又は当該市町村の区域内に住所を有しなくなつたことを知
つた場合には、直ちに選挙人名簿にその旨の表示をしなければな
らない。

A.	 �　選挙権を有しなくなったことを知った場合、直ちにその旨を選挙人名簿に表示しなければなりません。

　公選法第27条第１項は、その時点において選挙人名簿に登録され
ている者に係る同法第11条第１項、第252条又は政治資金規正法第
28条の規定により選挙権を有しなくなったことを同法第11条第３項又
は第29条第１項の規定による通知により知った場合には、直ちに、選
挙人名簿にその旨を表示しなければならないことを定めています。した
がって、設問にあるように表示すべきときは、選挙時登録の時期に左右

〈質問日〉2022年5月20日
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されるものではありません。選挙時登録の対象とされる者について、国
籍要件・年齢要件・住所要件をそれぞれ選挙期日、登録の基準日にお
いて満たしつつ、かつ、欠格期間が経過している場合においても当該欠
格に係る自由刑執行終了通知や仮釈放期間満了通知に接していない
ときは、実務上は登録を保留することとなります。
　一方、選挙人名簿に登録した日以後に、当該登録において登録され
なかった者について「当該登録の際に選挙人名簿に登録される資格を
有し、かつ引き続きその資格を有する者が選挙人名簿に登録されてい
ないことを知った場合」には、公選法第26条の規定によりその者を直ち
に補正登録し、その旨を告示しなければなりません。
� （公選法第11条、第27条、第29条関係）

〔転出者の転出先市での選挙人名簿の登録と転出元での登録の抹消との関係〕

Q2 　令和４年７月10日に参議院議員通常選挙の執行が予定されてい
ますが、本町の選挙人名簿に登録されていた選挙人が令和４年３月
30日に他市へ転出しました（転出先の市への転入届出日は３月31
日）。今回の参議院議員通常選挙の選挙時登録の基準日・登録日が６
月21日であるため、当該転出者については「二重登録照会が必要な
対象者」ではないと考えていたところ、転出先の市から「県議会議員
の補欠選挙が７月10日に執行（７月１日告示、当該補欠選挙の選挙時
登録の基準日・登録日は6月30日）されるため、当該者について選挙
人名簿に登録する予定がある」旨の通知が届きました。
　今回の場合、参議院議員通常選挙の登録の基準日・登録日の時点
では当該者は、転入届出日から３か月経過をしていないため、転出先
の選挙人名簿には登録されませんが、県議会議員の補欠選挙の選挙
時登録の時点においては被登録要件を満たすため、選挙人名簿に登
録されるため、その登録があったときに転出元の本町の選挙人名簿
から抹消する、との取扱いをするという理解でよろしいでしょうか。

〈質問日〉2022年６月14日
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